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10月29日、第1回県労連幹事団交渉を実施
自治労県職労は、県の将来を担う若年層の賃金改善、扶養手当改善を求める

育児休業の男性取得促進に向けた具体的計画の策定、臨任・非常勤の賃金・労働条件改善を
　県労連は10月18日に副知事に賃金確定要求を提出し、22日に回答交渉を行いました。これを受けて29日に第1回幹事団交渉を行いました。

昨年よりも大きい公民較差の解消を！
　昨年は神奈川県の公民較差は、△245円（△0.06％）で、人事委員会が勧告を行ったとはいえ、引下げ改定（住居手当500円削減）を行いました。
　今年の公民較差は298円（0.07％）で、昨年よりも大きい較差となっています。

　自治労県職労幹事団はまず、この較差解消を要求しました。

　しかし、当局は「人事委員会が引上げ勧告を行わなかった」ことを唯一の根拠として、較差解消を拒否しました。（「人事委員会が引上げ勧告を行わなかった」こと自体も、第三者委員会としての役割を放棄したものと強く批判せざるを得ません。）

　引上げ勧告がないとしても、民間との較差については人事委員会の報告でも明確であり、当然、何らかの方法で解消されるべきです。

　「人事委員会勧告」を唯一の根拠とするならば、人事委員会勧告によらない賃金削減について、当局はどのように説明するのでしょうか？

民間より低い初任給、若年層賃金の改善を！
人事委員会報告によれば、民間企業の大卒初任給は203,012円で、県の初任給196,680円を6,332円上回っています。

　神奈川とほぼ同様の較差のある千葉県（355円／0.09％）では、初任給を2,000円引上げ、若年層の行政職1級から3級を引き上げるとしています。

　民間企業よりも低く、他県のような改善する姿勢も見せない神奈川県に人材が集まるでしょうか。

　若年層の生活改善、人材確保の観点から、初任給及び若年層の賃金改善を求めます。

次世代育成支援のために、扶養手当の改善、育児休業の男性取得促進に向けた具体策を！

　人事委員会報告では、「仕事と子育ての両立支援に向けて、職員が育児休業等を取得しやすい環境の整備に努めることが必要」としています。

　重い教育費負担を少しでも軽減するためにも、子どもについての扶養手当を改善すべきです。

　また、育児休業については、制度が徐々に定着してきていますが、男性の取得は低調な状態です。

次世代育成、男女共同参画の観点からも、男性職員の取得しやすい環境整備や意識啓発に向けて、具体的な計画を策定すべきです。
臨任・非常勤職員の賃金・労働条件改善を！

　正規職員とほとんど同様の労働実態の中で、適用外であってもパート労働法の精神は反映すべきであり、雇用継続、賃金改善を行うべきです。
子の看護休暇、短期介護休暇の改善を

　現在、小学校卒業時までの子を対象としている子の看護休暇について、対象期間を義務教育終了時までとするとともに、障害のある子については、18歳までに引き上げるよう求めています。
　また、高齢化社会の進行の中で、要介護者を抱えた職員の負担を少しでも軽減するために、現行5日／1人の短期介護休暇の改善を求めています。
50歳代後半の昇給・昇格抑制を当局が逆提案

　当局は、昨年の人事院勧告、県人事委員会勧告を理由に、50歳代後半層の昇給・昇格抑制を提案しました。
　民間と公務との人事構成を無視し、高年齢者の賃金だけを比較するやり方は到底容認できません。

	労務統括官の回答要旨

	基本姿勢
	○緊急財政対策による2年間の給与減額、国からの要請に端を発した過去最大の更なる給与減額にご理解、ご協力をいただき、職員には大変感謝をしている。

○国からの要請による給与減額は、「地方のことは地方で決める」という地方分権に反し、あってはならないことで、誠に遺憾である。

○しかし、現実的には、地方交付税と義務教育国庫負担金の減額がされ、2013年度は300億円不足を抱えた状態でスタートした。300億円のうち、190億円の財源確保はできたが、いまだ110億円の不足が解消されていない。

○2014年度については、一定の税収増が見込まれるものの、現段階では500億円の財源不足が見込まれる。さらなる財源の確保と事業の見直しが必要である。

○公務員に対する強い関心が集まる中、透明性の確保や県民に対する説明責任を果たさなければならない。

○職員の労働条件等に関する課題は少なくないが、長年培ってきた労使の信頼関係に基づいて、誠意をもって話し合っていきたい。

	基本賃金

一時金

諸手当等
	○月例給については、民間が298円（0.07%）上回っていたが、公民較差がわずかであることから、県人事委員会が給料表の改定を見送ると報告しているので、給料表の改定は行わない。
○期末・勤勉手当の支給月数は、民間との均衡がとれているので改定しない。

○地域手当は、2014年度も引き続き10％とする。

○2006年度に特殊勤務手当の見直しを行い、その後7年が経過している。現在の職務実態を踏まえた見直しが必要である。今後、業務の実態調査をし、しかるべき場で話し合いたい。

	給与制度の総合的

見直し
	○人事院は、給与構造改革に関する勧告を行ってから8年が経過し、国家公務員給与について、給与減額支給措置終了後に給与制度の総合的見直しを実施できるよう準備を進めると報告した。

○給与制度の総合的見直しについては、今後、国の動向に注視し、話し合いたい。

	高齢層職員の

昇給・昇格制度
	○昇給制度について、55歳を超える職員（行（二）、医（一）は57歳を超える職員）は、標準の成績では昇給しないこととし、特に良好の場合は、1号給の昇給に抑制したい。2014年1月実施。
○昇格制度についても、最高号給を含む高位の号給から昇格した場合の給料月額の増加額について国に準じて縮減したい。2014年4月実施。

	給与・旅費制度
	○人事・給与システムについては、業務ニーズに合わせて、給与・旅費事務を軽減するため、システムの改善を行う。2017年度から新しいシステムの稼働を予定。情報提供を行いながら、しかるべき場で話し合っていきたい。

	福利厚生の充実
	○これまで人間ドッグの対象などについて見直しを行ってきた。

	総労働時間の短縮
	○管理調整会議等での申し合わせや行動指針の取り入れにより、意識啓発を図り、総労働時間の短縮の取組みを行っている。職員の健康管理の面から、またコスト面からも必要な取組みである。

○管理監督者の意識啓発が重要である。マネジメントサポートシステムの確認項目に取り入れ、マネジメント能力の向上を図るようにしている。

○給料日、水曜日を全庁一斉ノー残業デーとし、管理監督者による一斉消灯や定時退庁への声掛け運動も実施している。管理監督者の意識啓発を目的とした、タイムマネジメント研修も実施している。

○あらためて今年5月に各職場に通知をし、ノー残業デーの徹底を呼びかけた。総労働時間の短縮については、今後も業務の見直しを進め、着実に行っていく。

	メンタルヘルス対策の強化
	○安心して働ける職場環境の整備については、健康管理センターや地共済でさまざまな施策を進めてきた。

○2011年度には、リハビリ勤務について事例集を作成・配付した。職場復帰にあたり、有効なものと考えている。リハビリ勤務は公務ではないので、公務災害や通勤手当の支給対象とできない。
○職員が相談しやすい環境を整えるため、今年度、外部相談窓口の見直しを行い、相談日や場所を増やした。

○メンタル対応のため、精神科医である産業医を配置し、診察や相談業務を行っている。また、就労環境を把握するため、職場巡視も実施している。
○昨年7月にパワハラ指針を作成した。事例集も作成しており、近いうちに示すことができる。良好な職場環境づくりを行っていきたい。
○今後も有効なメンタルヘルス対策を進めていきたい。

	休暇制度の

充実・改善
	○休暇もコストであり、これ以上の新設や拡充は難しい。

○人事院は国家公務員制度改革等に関する報告の中で、配偶者帯同休業制度の導入について意見の申出を行った。県の取扱いを検討したい。

	次世代育成

対策強化
	○職員が安心して子育てできる環境づくりを行うことが大切。

○子の看護休暇の拡充、子育てハンドブックの作成、長期休業後の復職支援を目的とした研修を行ってきた。

○男性の育児休業取得の促進に向けて、何ができるかを考えたい。

	臨任・非常勤職員の勤務条件改善
	○職場の実態を勘案し、働きやすい条件の改善を図ってきた。予算の制約、職場運営、職員との均衡を踏まえると、これ以上の対応は困難である。

○給料表及び期末・勤勉手当支給月数について改定を行わないので、2014年度の非常勤報酬の改定はない。

	高齢期における職員の雇用問題
	○雇用と年金の接続をめぐる再任用職員の諸課題については、国の動向を注視しながら、話し合っていきたい。

	人事制度改革
	○2010年4月からキャリア選択型人事制度を導入し、研修体系の充実も図ってきた。

○職員の希望に沿えるよう来年度の研修計画を策定したい。キャリア開発支援センターで調査を行い、研修日数や定員の設定を行う。

○マネジメントサポートシステムの対象の拡大については、アンケートをもとに昨年から実施した。

○勤務実績の給与への反映については、より適切なものとなるよう話し合っていきたい。


2013確定闘争に結集を
○県労連支部代交渉報告集会

日　時：10月31日（木）17:30～
会　場：本庁舎南側駐車場
○自治労県職労確定闘争総決起集会

日　時：10月31日（木）18:30～
会　場：波止場会館4階大会議室
○県労連確定闘争勝利総決起集会

日　時：11月6日（水）18:30～
会　場：関内ホール

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































